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令和元年度 特別の教育課程の実施状況等について 

宮城県  

学 校 名 管理機関名 設置者の別 

宮城県多賀城高等学校 宮城県教育委員会 公立 

 

１．特別の教育課程を編成・実施している学校及び自己評価・学校関係者評価の結果公表に

関する情報 

学 校 名 自己評価結果及び学校関係者評価結果の公表 

宮城県多賀城高等学校 https://tagajo-hs.myswan.ed.jp/wysiwyg/file/download/1/3404 

 

２．特別の教育課程の内容 

（１）特別の教育課程の概要 

東日本大震災の被災地にある多賀城高校は平成２８年度に全国で２例目となる防災

に関する専門学科「災害科学科」を開設した。これに伴い東日本大震災から学んだ教訓

を確実に次世代へ伝承するとともに，将来，国内外で発生する災害から多くの命と暮ら

しを守ることのできる人材を育成することを目標に，「防災に関わり，よりよい未来の

生活を求めるために，命や暮らしを守る役割をはたす，主体的な態度を育成する」こと

を目的として，学校設定教科「災害科学」における学校設定科目として「くらしと安全

Ａ」及び「情報と災害」を開設した。これらの科目は被災地にあって，宮城県の防災教

育のパイロットスクールの役割を担う当校において防災・減災教育の基幹科目として位

置付け，災害科学科のみならず普通科においても取り組む科目として設定した。 

「くらしと安全Ａ」は，心身ともに安全な暮らしを送るために，家族・福祉，衣食住，

消費生活などに関する基礎的・基本的な知識や技術を防災・減災，環境の観点から考え

習得させるとともに，一生涯を通じて自らの健康と生活環境を適切に管理し，心身の健

康や環境，傷害の防止などの安全教育の観点から社会生活を理解し，より主体的に行動，

発信し社会と関わる能力と態度を育成する科目である。 

「情報と災害」は，情報及び情報技術を活用するための基礎的な知識と技能を習得さ

せ，災害時に生死を分けた正確な情報の収集と発信の必要性を含め，防災・減災のため

に有用な情報処理技術について科学的な見方と考え，その役割や影響を理解し，より主

体的に行動，発信することで社会に関わる能力と態度を育成する科目である。 

 

（２）学校又は地域の特色を生かした特別の教育課程を編成して教育を実施する必要性 

多賀城高校は平成２８年度に全国で２例目となる防災に関する専門学科「災害科学科」

を定員４０名（１クラス）で開設した。防災教育の目的の一つである災害の伝承は，防

災意識の向上に繋がり，具体的な心構えや施設の備えにつながる。しかしながら，この

ような災害に対する関心は，時と共に風化し，加速度的に小さくなりがちであるが，今



回の東日本大震災に関しても同様の傾向が見られる。 

また，「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」などによれ

ば，防災教育では学際的な取組が必要であるとの指摘があるにも関わらず，高等学校の

学習では既存の科目や特別活動の枠組みに留まることが多く，様々な分野に及ぶ横断的

な学習への取組は少ない。 

そこで，被災地にある当校の役割として，防災上考慮すべき事項を学際的に，かつ継

続的に学習する防災教育を行い，その成果を国内外に発信することが極めて重要である。

特に自助や共助の観点から身の回りの生活や社会生活を防災・減災の観点から見直すこ

とは，多くの人命と暮らしを将来にわたって守る上で基本となる教育内容である。この

考えは社会の課題と身近な暮らしを結び付け，新たな価値観や行動を生み出すことを目

指す「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）」とも一致しており，平成２８年度にユネ

スコスクールにも加盟した。さらに，その取組が認められ，平成３０年にユネスコスク

ール最優秀賞に選出された。 

災害科学科の開設当初から，防災，減災，安全，環境などの観点から専門科目の充実

を図ってきたが，その中でも特に，「くらしと安全Ａ」は社会生活との繋がりを理解し

自己や他者の安全を考えて主体的に行動する能力を育み，「情報と災害」は生死を分け

る情報収集と発信の内容を理解し技能を活用する能力を育むことを目指すことから，

これら２科目の先駆的な防災教育については専門学科である災害科学科だけではなく，

普通科においても実施してきた。これらの科目を学習することで，「思考力」を中核と

して，それを支える「基礎力」，その使い方を方向づける「実践力」という三層構造で構

成される「２１世紀型能力」の育成を図る。この能力は，今日求められている全ての教

科や領域等を貫き学校生活全体で育てたい資質・能力であり，より実効性の高い「生き

る力」の育成につながるものである。 

 

（３）特例の適用開始日 

 平成２８年４月１日 

 

（４）取組の期間 

   令和４年３月３１日まで 

 

３．特別の教育課程の実施状況に関する把握・検証結果 

（１）特別の教育課程編成・実施計画に基づく教育の実施状況 

   ・計画通り実施できている 

   ・一部、計画通り実施できていない 

   ・ほとんど計画通り実施できていない 

（２）実施状況に関する特記事項 

   なし 



（３）保護者及び地域住民その他の関係者に対する情報提供の状況 

   ・実施している 

   ・実施していない 

 

  ＜特記事項＞ 

  地域住民及び企業・大学等の有識者等で組織された学校評議員会を年２回開催し，

本校の教育活動及び教育課程全般の自己評価等に対して，外部評価者からの指導・助

言の機会を設けており，改善につなげている。 

 

４． 実施の効果及び課題 

（１）特別の教育課程の編成・実施により達成を目指している学校の教育目標との関係 

   本特例は，地域社会の諸課題を災害・防災・減災の視点で捉え，変化する社会に対応

する人材を育成するための教育を行うものである。多様な諸課題に対して，様々な立場

で主体的に行動する「人とくらしを守り，持続可能な未来を創造する」人材の育成を目

指す上で，災害科学科だけではなく，普通科においても課題解決型の教育活動を推進し

ており，特に「くらしと安全Ａ」及び「情報と災害」は基幹科目としての位置づけであ

る。生徒に対する質問紙調査の結果から，これらの科目の履修によって主体的な学習態

度が身に付き，考察力を備え，知識の深まりを体感したことが窺えた。 

「くらしと安全Ａ」を展開する中で，生徒の変容をシステム思考により評価するなど，

担当教員が工夫して取り組んでいるところではあるが，まだ検証を始めた段階であり，

学習効果や成果を組織としてまとめることが課題として考えられる。 

 

（２）学校教育法等に示す学校教育の目標との関係 

   学習指導要領で定められた既存の教科・科目の学習内容について，学校設定教科「災

害科学」や学校設定科目等により学習することで，防災・減災にも対応できる能力，東

日本大震災の教訓を伝承する上で必要な発信力及び災害時における情報活用能力をお

おむね養うことができている。このことは，「くらしと安全Ａ」の目標に対して，両学

科とも約８５％の生徒が「到達できた・ある程度到達できた」と回答，「情報と災害」

についても約８０％の生徒が「到達できた・ある程度到達できた」と回答していること

に表れており，高い効果が得られていると考えている。 

   一方で，今後より一層，防災・減災の意義を明確に持たせながら教育を進めていくた

めには，震災から１０年を経過する中，その記憶がない生徒に，その状況をどのように

伝えるかが重要であり，課題でもある。 

    

５．課題の改善のための取組の方向性 

  ４に示すような課題に対して，外部専門家の協力を得ながら，これまで教員個々が取り

組んできた評価方法の実施・検討を組織的に促進していく。そのために令和２年度は，今



年度立ち上げた「評価チーム」を中心に，更に評価項目を精査・再検討しながら，調査結

果を分析するなどの研究を深め，開設科目の有効性を検証する。 

  また，授業においては，ＩＣＴを活用することで有用な視覚的教材を効果的に取り入れ

ながら，災害の状況を捉えさせるとともに，キーワードを分析させ，システム思考をより

深化させるためのループ図法などを用いながら，討議形式の学習活動を展開している。 

  防災教育を手立てとし，より深い学びを目指し，高い思考力，判断力，表現力の育成に

努めたい。  

 

 

 


